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(単位：千円)

[ 資 産 の 部 ]

Ⅰ 固定資産

  １ 有形固定資産
       土地 45,953,478
       　減損損失累計額 △ 6,522 45,946,955
       建物 44,968,426
       　減価償却累計額 △ 29,014,502
       　減損損失累計額 △ 533 15,953,391
       構築物 3,602,811
       　減価償却累計額 △ 2,401,897 1,200,913
       機械装置 920,926
       　減価償却累計額 △ 805,352
　　　　 減損損失累計額 △ 1,122 114,451
       工具器具備品 33,629,953
       　減価償却累計額 △ 28,834,604 4,795,348
       図書 2,628,853
       美術品･収蔵品 131,494
       船舶 26,182
       　減価償却累計額 △ 23,077 3,105
       車両運搬具 118,298
       　減価償却累計額 △ 89,959 28,338
       建設仮勘定 13,111
   　有形固定資産合計 70,815,964

  ２ 無形固定資産
       特許権 9,260
       ソフトウェア 213,632
       特許権仮勘定 43,067
       その他 817
   　無形固定資産合計 266,776

  ３ 投資その他の資産
　　　 投資有価証券 3,869,947
       長期前払費用 10,352
       その他 33,825
   　投資その他の資産合計 3,914,125
   固定資産合計 74,996,866

Ⅱ 流動資産

       現金及び預金 9,097,106
       未収学生納付金収入 95,798
       未収附属病院収入 6,114,342
       　徴収不能引当金　 △ 37,696 6,076,645
       その他未収入金 979,694
       　貸倒引当金　 △ 719 978,974
       有価証券 100,006
       たな卸資産 8,047
       医薬品及び診療材料 398,376
       前払費用 56,525
       その他 15,209
   流動資産合計 16,826,689

   資 産 合 計 91,823,556

貸　 借 　対 　照 　表
(令和8年3月31日現在)
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[ 負 債 の 部 ]

Ⅰ 固定負債
       長期繰延補助金等 （注） 1,379,815
       大学改革支援・学位授与機構債務負担金 4,110
       長期借入金 3,624,573
       資産除去債務 57,628
       退職給付引当金 877,584
       長期未払金 1,535,912
       その他 24,000
   固定負債合計 7,503,624

Ⅱ 流動負債
       運営費交付金債務 （注） 29,258
       預り補助金等 （注） 117,957
       寄附金債務 （注） 1,626,063
       前受受託研究費 （注） 177,989
       前受共同研究費 （注） 246,686
       前受受託事業費等 （注） 6,134
       前受金 43,592
       科学研究費助成事業等預り金等 226,573
       預り金 291,822
       一年以内返済予定大学改革支援・学位授与機構債務負担金 8,221
       一年以内返済予定長期借入金 370,876
       未払金 5,607,983
       未払費用 423
       未払消費税等 43,867
       賞与引当金 4,785
   流動負債合計 8,802,234

   負 債 合 計 16,305,859

[ 純 資 産 の 部 ]

Ⅰ 資本金
       政府出資金 34,972,222
   資本金合計 34,972,222

Ⅱ 資本剰余金
       資本剰余金 27,954,863
       減価償却相当累計額(△) （注） △ 17,675,274
       減損損失相当累計額(△) （注） △ 9,948
       利息費用相当累計額(△) （注） △ 13,092
       除売却差額相当累計額(△) （注） △ 1,003,106
   資本剰余金合計 9,253,442

Ⅲ 利益剰余金
       前中期目標期間繰越積立金 （注） 19,248,547
　　　 目的積立金 2,465,891
　　　 積立金 7,385,182
       当期未処分利益 2,192,411
       (うち当期総利益 2,192,411 )
   利益剰余金合計 31,292,032

   純 資 産 合 計 75,517,697

   負 債 純 資 産 合 計 91,823,556

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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注記事項
　１. 翌期の運営費交付金から充当されるべき賞与見積額
　２. 翌期以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額
　３. 担保提供資産残高及び債務残高
　　　　　土　地
　　　　　建　物
　　　　　長期借入金
　４．保証債務残高
　　　　　独立行政法人大学改革支援・学位授与機構債務負担金
　５．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの
　　　　①国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、当期借入金に係る債務負担
　　　　額を下回っていたこと等によるもの
　　　　　附属病院等に関する借入金の元金償還額の累計
　　　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計
　　　　　利益剰余金に与える影響額（差引き）
　　　　②国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等にかかる減価償却費見合いの収益化額が二重になっていることに
　　　　よるもの
　　　　　法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のうち、資産の減価償却費が診療経費に分類される
　　　　　ものに関する当該負債の収益化累計額
　　　　③国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国からの出資でなく譲与としたこと
　　　　によるもの
　　　　④国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、国からの出資でなく譲与としたことに　　
        よるもの 381,405千円

19,624,698千円

532,661千円

1,073,097千円

733,950千円
3,995,449千円

17,637,534千円
9,816,174千円

27,453,709千円

12,332千円

1,197,407千円
9,083,638千円

8,566,000千円
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(単位：千円)

[ 経 常 費 用 ]

　 業 務 費
       教育経費 2,485,850
       研究経費 1,405,056
       診療経費 19,584,118
       教育研究支援経費 824,859
       受託研究費 1,035,139
       共同研究費 305,908
       受託事業費等 339,343
       役員人件費 112,972
       教員人件費 8,761,706
       職員人件費 12,938,995 47,793,952
   一般管理費 1,131,572
   財務費用
       支払利息 43,394 43,394
   雑　損 176,516

   経 常 費 用 合 計 49,145,435

[ 経 常 収 益 ]

   運営費交付金収益 （注） 11,376,070
   授業料収益 （注） 3,260,041
   入学料収益 （注） 432,917
   検定料収益 99,608
   施設費収益 （注） 107,588
   補助金等収益 （注） 1,937,724
   附属病院収益 30,581,598
   受託研究収益 （注） 1,151,045
   共同研究収益 （注） 356,033
   受託事業等収益 （注） 333,165
   寄附金収益 （注） 654,034
   財務収益

       受取利息 13,504

       有価証券利息 42,781 56,286

   雑　益

       財産貸付料収入 206,929

       文献複写料収入 311

       研究関連収入 （注） 155,235

       農産物等処分収入 20,510

       動物病院収入 140,627

       その他雑益 452,633 976,249

   経 常 収 益 合 計 51,322,364

   経 常 利 益 2,176,928

(令和7年4月1日～令和8年3月31日)

損　 益 　計 　算 　書
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[ 臨 時 損 失 ]

   固定資産除却損 7,973

   減損損失 56

   過年度損益修正損 78,258

   臨 時 損 失 合 計 86,288

[ 臨 時 利 益 ]

　 固定資産売却益 381

   その他臨時利益 96

   臨 時 利 益 合 計 478

   当 期 純 利 益 2,091,117

   前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 68,253

   目的積立金取崩額 （注） 33,040

   当 期 総 利 益 2,192,411

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。

注記事項

注記事項

　１．当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

　　　　　国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、当期借入金に係る債務負担

　　　　額を下回っていたこと等によるもの

　　　　　附属病院等に関する借入金の元金償還額 379,097千円

　　　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費 339,485千円

　　　　　当期総利益に与える影響額（差引き） 39,612千円

　２．資本剰余金を減額したコスト等に関する注記

　　　　当期総利益 2,192,411千円

　　　　　減価償却相当額 △ 628,835千円

　　　　　減損損失相当額 △ 6,522千円

　　　　　利息費用相当額 △ 724千円

　　　　　除売却差額相当額 △ 300千円

　　　　　賞与引当増加相当額 △ 48,151千円

　　　　　退職給付引当増加相当額 △ 243,828千円

　　　　　小計 △ 928,363千円

　　　　施設費収益相当額 996,871千円

　　　　その他 5,405千円

 　　 資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 2,266,324千円

　　　※退職給付引当増加相当額のうち、△19,421千円は国又は地方公共団体からの出向職員に係るものである。

　３．科学研究費助成事業等に関する注記

　　　　　当期受入額 571,745千円

　　　　　当期支出額 585,714千円

　４．臨時損失に計上されている過年度損益修正損78,258千円は、過年度において計上した未収附属病院収入の取崩漏れが判明したため、

　　　当年度に修正をおこなったことによるものである。
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（単位：千円）

うち当期
総利益
(又は当
期総損
失)

当期首残高 34,972,222 34,972,222 26,706,182 △ 17,247,597 △ 3,425 △ 12,367 △ 801,647 8,641,144 19,552,501 1,558,646 7,007,173 1,328,998 - 29,447,318 73,060,686

当期変動額

　Ⅰ　資本金の当期変動額

　Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

　　　　　　固定資産の取得 - - 1,002,276 - - - - 1,002,276 - - - - - - 1,002,276

　　　　　　固定資産の除売却 - - - 201,159 - - △ 201,459 △ 300 - - - - - - △ 300

　　　　　　減価償却 - - - △ 628,835 - - - △ 628,835 - - - - - - △ 628,835

　　　　　　固定資産の減損 - - - - △ 6,522 - - △ 6,522 - - - - - - △ 6,522

　　　　　　時の経過による資産除去債務の増加 - - - - - △ 724 - △ 724 - - - - - - △ 724

　Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

　　（１）　利益の処分又は損失の処理

　　　　　　利益処分による積立 - - - - - - - - - 950,989 378,009 △ 1,328,998 - - -

　　（２）　その他

　　　　　　当期純利益（又は当期純損失） - - - - - - - - - - - 2,091,117 2,091,117 2,091,117 2,091,117

　　　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 - - 235,700 - - - - 235,700 △ 303,953 - - 68,253 68,253 △ 235,700 -

　　　　　　目的積立金取崩額 - - 10,703 - - - - 10,703 - △ 43,744 - 33,040 33,040 △ 10,703 -

当期変動額合計 - - 1,248,680 △ 427,676 △ 6,522 △ 724 △ 201,459 612,297 △ 303,953 907,245 378,009 863,413 2,192,411 1,844,713 2,457,010

当期末残高 34,972,222 34,972,222 27,954,863 △ 17,675,274 △ 9,948 △ 13,092 △ 1,003,106 9,253,442 19,248,547 2,465,891 7,385,182 2,192,411 2,192,411 31,292,032 75,517,697

前中期目
標期間繰
越積立金

目的積立金 積立金

当期未処
分利益
(又は当
期未処理
損失)

利益剰余
金(又は
繰越欠損
金)合計

資本
剰余金

減価償却
相当累計
額(△)

減損損失
相当累計
額(△)

利息費用
相当累計
額(△)

除売却差
額相当累
計額(△)

資本
剰余金
合計

純　資　産　変　動　計　算　書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金(又は繰越欠損金)

純資産
合計政府

出資金
資本金
合計
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（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 22,640,728
人件費支出 △ 21,674,272
その他の業務支出 △ 1,017,303
運営費交付金収入 10,736,954
授業料収入 3,179,856
入学料収入 416,937
検定料収入 99,608
附属病院収入 30,116,632
受託研究収入 1,256,153
共同研究収入 330,484
受託事業等収入 315,011
補助金等収入 1,505,634
寄附金収入 481,381
その他収入 755,394
預り金の増加（又は減少） △ 31,545

小計 3,830,199
業務活動によるキャッシュ・フロー 3,830,199

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 1,178,152
有価証券の償還による収入 200,000
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 1,788,881
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 400
施設費による収入 1,104,460

小計 △ 1,662,173
利息及び配当金の受取額 49,554

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,612,619

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 △ 8,221
長期借入金の返済による支出 △ 370,876
リース債務の返済による支出 △ 1,396,289

小計 △ 1,775,386
利息の支払額 △ 44,029

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,819,416

Ⅳ 資金に係る換算差額 －
Ⅴ 資金増加額（又は減少額） 398,163
Ⅵ 資金期首残高 8,680,849
Ⅶ 資金期末残高 9,079,012

注記事項
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳は以下のとおりです。
　 　　現金及び預金勘定 9,097,106千円

　　定期預金 △ 18,093千円
　　現金及び現金同等物 9,079,012千円

２．重要な非資金取引として以下のものがあります。
　　(1) ファイナンスリースによる資産の取得 1,209,088千円
　　(2) 現物寄附による資産の取得 139,978千円

　　キャッシュ・フロー計算書　　
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）
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Ⅰ 当期未処分利益 2,192,411,571  

当期総利益 2,192,411,571    

Ⅱ 利益処分額

積立金 -                

国立大学法人法第３５条の２において準用する

独立行政法人通則法第４４条第３項により文部

科学大臣の承認を受けようとする額

  教育研究業務充実積立金 2,192,411,571    2,192,411,571  

（単位：円）

　　利益の処分に関する書類(案)　　
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注  記 

 

【重要な会計方針】 

 

国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」

報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議 令和６年２月 21日改訂））及び「「国立大

学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省 

日本公認会計士協会 令和６年６月 13 日最終改訂）（以下「国立大学法人会計基準等」

という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

１． 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

 

下記を除き、期間進行基準により収益化を行っております。 

(1)退職一時金等の特殊要因経費に充当される運営費交付金 

費用進行基準 

(2)教育・研究基盤維持経費に充当される運営費交付金 

費用進行基準 

(3)文部科学省が指定するミッション実現加速化経費のうち共同利用・共同研究支援

分等に充当される運営費交付金 

業務達成基準 

(4)学長が業務達成基準の適用を承認した事業に充当される運営費交付金  

業務達成基準 

 

２． 減価償却の会計処理方法 

 

(1)有形固定資産の減価償却 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準にしておりますが、受託研究

収入、共同研究収入又は受託事業等収入により購入した償却資産のうち、令和４年

度以前に取得した償却資産及び令和５年度以降に取得し当該研究等の終了後に他

の目的に使用することが困難な償却資産については当該受託研究、共同研究又は受

託事業の期間を耐用年数としております。 

なお、リース資産のうち、所有権移転外ファイナンス・リースは、リース期間を

耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用し、所有権移転ファイナンス・リー

スは通常の有形固定資産と同様の方法により減価償却をしております。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建  物     ６～５０年 

構 築 物     ８～６０年 

機械装置       ７～１７年 

工具器具備品   ２～２０年 

船  舶        ５年 
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車両運搬具      ５～ ６年 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第 78）の減価償却相当額につい

ては、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

(2)無形固定資産の減価償却 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５

年）に基づいております。また、リース資産のうち、所有権移転外ファイナンス・

リースは、リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用し、所有権

移転ファイナンス・リースは通常の無形固定資産と同様の方法により減価償却をし

ております。主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

特 許 権        ８年 

ソフトウェア      ５年 

 

３． 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

(1)満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

(2)その他有価証券 

   期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

 

４． 収益及び費用の計上基準 

 

附属病院の診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者又は患者から支出された

医療費（診療費）であり、当法人は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義

務を負っております。当該履行義務は、診療行為等のサービス等を実施した一時点にお

いて充足されると判断し、収益を認識しております。 

 

５． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 

(1)医薬品及び診療材料 

最終仕入原価法による低価法によっております。 

(2)貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。 

 

６． 引当金の計上基準 

 

(1)徴収不能引当金及び貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 
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(2)賞与引当金  

職員に支給する賞与について運営費交付金により財源措置がなされないものに

ついては、支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計上し

ております。  

なお、職員に支給する賞与のうち、翌期の運営費交付金により財源措置がなされ

るものについては、資本剰余金を減額したコスト等に関する注記における賞与引当

増加相当額として、当事業年度末の支給対象期間に応じた支給見込額から前事業年

度末の同見込額を控除して計上しております。 

(3)退職給付引当金 

退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされないものについては、

教職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき退職給付引当金を計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、期間定額基準を適用しております。また、過去勤務費用及

び数理計算上の差異は、発生した事業年度にそれぞれ全額費用処理しております。 

なお、退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについて

は、資本剰余金を減額したコスト等に関する注記における退職給付引当増加相当額

として、自己都合退職による退職一時金の期末要支給額に基づき計上しております。 

 

７． リース取引の会計処理 

 

(1)ファイナンス・リース取引 

リース料総額が 3,000千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の

売買取引に準じた会計処理を行っております。 

(2)オペレーティング・リース取引 

リース期間の中途において契約を解除できないオペレーティング・リース取引の

未経過リース料については以下のとおりです。 

① 貸借対照表日後一年以内の期間に係る未経過リース料     5,131千円 

② 貸借対照表日後一年を超える期間に係る未経過リース料  12,031千円 

 

８． 消費税等の会計処理 

 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

９． 記載金額の表示 

 

貸借対照表等に記載している金額は、千円未満の端数を切捨てて表示しておりま

す。ただし、利益の処分に関する書類（案）については、円単位で表示しておりま

す。 
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【重要な債務負担行為】 

 

当事業年度までに契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは以下の

とおりです。 

                            （単位：千円） 

件        名 契約金額 
翌期以降支

払額 

キャンパス包括ソフトウェアライセンス 一式 42,559 42,559 

eラーニングシステム 一式 19,611 18,958 

旅費業務委託 71,676 58,535 

無停電電源装置蓄電池 一式 36,850 36,850 

鳥取大学（三浦）講義棟他改修設備設計業務 15,400 15,400 

鳥取大学（米子）中央機械室冷凍機改修工事 38,280 38,280 

鳥取大学（米子）特高受変電設備保全業務 13,640 13,640 

  

 

【退職給付に係る注記】 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公

務員共済組合法の退職等年金給付制度を採用しています。退職一時金制度では、給

与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、原則法により退職給付引当金及び

退職給付費用を計算しています。 

 

２．確定給付制度 

(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：千円） 

期首における退職給付債務          889,156 

勤務費用                  161,959 

利息費用                  23,033 

数理計算上の差異の発生額        △162,843 

退職給付の支払額              △33,722 

期末における退職給付債務          877,584 

(2)退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

（単位：千円） 

  非積立型制度の未積立退職給付債務       877,584 

  退職給付引当金               877,584 
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(3)退職給付に関連する損益 

（単位：千円） 

勤務費用                    161,959 

利息費用                                    23,033 

数理計算上の差異の費用処理額          △162,843 

合 計                     △22,149 

(4)数理計算上の計算基礎に関する事項 

  期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。） 

  割引率  3.8％ 

 

３．退職等年金給付制度 

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、122,883千円でした。 

 

 

【減損会計の注記】 

 

１.減損を認識した固定資産 

(1)減損を認識した固定資産の概要 

（単位：千円） 

用 途 場 所 種 類 帳簿価額 

内町宿舎 C1、C2 鳥取県米子市内町１１０－１ 土地 11,365 

内町宿舎 C1、C2 鳥取県米子市内町１１０－１ 建物等 56 

(2)減損の認識に至った経緯 

内町宿舎 C1、C2の土地および建物等については、令和 7年 7月 22日開催の第 4

回役員会において、老朽化が著しく今後の修繕費の確保が困難であることを勘案し、

宿舎としての使用廃止を決定したことから、減損を認識しております。 

(3)減損額の内訳 

（単位：千円） 

用 途 種 類 損益計算書内に計上

した減損額 

損益計算書内に計上

していない減損額 

内町宿舎 C1、C2 土地 - 6,522 

内町宿舎 C1、C2 建物等 56 - 

(4)回収可能サービス価額の算定方法の概要 

内町宿舎 C1、C2 の土地については、回収可能サービス価額として正味売却価額

を採用しております。正味売却価額については、不動産鑑定士による鑑定評価額か

ら処分費用見込額を控除して算出した価額を用いております。 

内町宿舎 C1、C2 の建物等については、売却の見込みがないことから、回収可能

サービス価額を 0円としております。 
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２. 翌事業年度の特定の日以降使用しないという決定を行った固定資産 

(1)使用しないという決定を行った固定資産の概要 

用 途 場 所 種 類 

白浜（二）宿舎 鳥取県鳥取市湖山町西 構築物 

(2)使用しなくなる日 

令和９年５月31日 

(3)使用しないという決定を行った経緯及び理由 

白浜（二）宿舎について、令和６年10月25日開催の第10回役員会において、耐震

性に問題があること及び当該宿舎の老朽化が進んでいることを勘案し、令和９年５

月末をもって宿舎用途を廃止し、今後の活用方法を検討することを決定しました。 

(4)将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の

見込額 

（単位：千円） 

用 途 
使用しなくなる日 

における帳簿価額 

回収可能 

サービス価額 
減損額の見込額 

白浜（二）宿舎 849 － 849 

 

 

【資産除去債務に関する注記】 

 

１．資産除去債務の概要 

石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務、放射線障害防止

法の規定に基づく放射性同位元素等を使用している建物の放射線の除去義務、特定

製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律に基づくフロン

類の除去義務、土地の賃貸借契約等に基づく原状回復義務であります。 

 

２．資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から 1年～40年と見積もり、割引率は、0.05％～2.2％を使

用して資産除去債務の金額を計算しております。 

 

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

（単位：千円） 

期首残高                 56,830 

時の経過による調整額             797 

期末残高                57,628 

 

 

【金融商品の時価等の注記】 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金、国債等に限定し、資金調達については、大



  15 

学改革支援・学位授与機構より長期借入れを行っております。 

資金運用にあたっては国立大学法人法第 35 条の２が準用する独立行政法人通則

法第 47 条の規定に基づき、預金、社債等を保有しております。また、未収附属病

院収入及びその他未収入金は出納事務等取扱規程に沿ってリスク管理を行ってお

ります。 

大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は、附属病院の整

備資金であり、文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、

現金は注記を省略しており、預金、未収入金、未払金及び短期借入金は短期間で決

済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額(*1) 時  価(*1) 差  額(*1) 

(1) 有価証券及び投資有価証券 

満期保有目的債券 

 

(2) 大学改革支援・学位授与機構

債務負担金 

 

(3) 長期借入金 

(4) リース債務(*2) 

 

3,969,954 

 

(12,332) 

 

 

(3,995,449) 

(2,383,017) 

 

3,752,410 

 

(12,234) 

 

 

(3,607,963) 

(2,291,952) 

 

△217,544 

 

(△98) 

 

 

(△387,485) 

(△91,065) 

(*1)負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

(*2)リース債務は、貸借対照表の長期未払金及び未払金のうちリース債務に該当するも

のです。 

 

(注 1)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の三つのレベルに分類しております。 

 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価

格により算定した時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。 
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有価証券及び投資有価証券 

国債、社債は相場価格を用いて評価しております。国債は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。社債は活発な市場における相

場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

なお、レベル２の時価については 3,752,410千円です。 

 

大学改革支援・学位授与機構債務負担金、長期借入金及びリース債務 

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

 

【賃貸等不動産の時価等の注記】 

 

当法人は、寄宿舎等を有しておりますが、賃貸等不動産の総額が重要性に乏しいこ

とから、注記を省略しております。 

 

 

【国民の負担に帰せられるコストに関する注記】 

 

国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

（単位：千円） 

Ⅰ．業務費用 

(1)損益計算書上の費用              49,231,724 

(2)（控除）自己収入等             △37,645,679 

業務費用合計                       11,586,045 

Ⅱ．資本剰余金を減額したコスト等                 928,363 

Ⅲ．機会費用 

国又は地方公共団体の無償又は減額された 

使用料による貸借取引の機会費用          5,402 

政府出資の機会費用               876,485 

無利子又は通常よりも有利な条件による融資取 

引の機会費用                   87,466  969,354 

Ⅳ．（控除）国庫納付額                          - 

Ⅴ．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に 

帰せられるコスト                     13,483,763 

 

国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における

機会費用の計上方法 

 

(1)国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

土地に係る無償借上分については、相続税評価額及び条例等を参考に算定し
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ております。 

また、公務員宿舎に係る使用料については、近隣の賃借料を参考に算定して

おります。 

(2)政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

「国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記

における機会費用の算定に係る利回りについて（通知）」(令和８年４月 10日付

け 8文科高第 46号)に基づき、2.345%で計算しております。 

(3)国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算

に使用した利率 

「国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記

における機会費用の算定に係る利回りについて（通知）」(令和８年４月 10日付

け 8文科高第 46号)に基づき、2.345%で計算しております。 

 

 

【収益認識に関する注記】 

 

当法人は、以下に記載する内容を除き、国立大学法人会計基準第 77における収益に

重要性が乏しいため、注記を省略しております。  

(1) 収益の分解情報  

当法人は教育・研究・診療業務及びその他の事業を実施しており、国立大学法人

会計基準第 77 を適用する取引に係る主なサービス等の種類と収益の額は、附属病

院の診療による附属病院収益 30,581,598千円であります。  

(2) 収益を理解するための基礎となる情報  

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記

載のとおりであります。  

(3) 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報  

当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格はありません。 

 

 

【重要な後発事象】 

 

該当事項はありません。 




